
 

高槻市防犯カメラ設置補助制度の活用を検討されている自治会様向け準備・確認リスト 

【事前申込までに準備いただきたいこと】 

 

 

 

 

 

 

 

◆募集趣旨 

 市域における犯罪抑止を目的に、新たに防犯カメラを設置する自治会に設置費の一部補助を行います。 

 

◆補助対象となる防犯カメラ 

 道路等の不特定多数の者が通過する公共の場所（以下、「公共の場所」という。）を撮影する防犯カメラ 

 

 

 

 

 

 

 

◆補助対象者 

 市内の自治会 

≪自治会とは≫ 

市内の一定の区域において、地域でのふれあいや交流とともに、地域課題の解決に向けた活動を行うなど、住

民の総意により総合的な機能を発揮できる組織として、市（コミュニティ推進室）へ届出を行った団体（地区コミ

ュニティ組織を含む） 

 

◆補助対象経費 

  ・防犯カメラ機器の購入費及び設置工事費 

  ・専用ポール設置工事 

  ・ケーブル設置工事 

  ・防犯カメラの設置を示す看板及び防犯カメラの設置地域であることを 

示す看板等の設置費用 

  ・その他設置に必要な費用 

 

◆補助率等 

補助率 補助対象経費の１/２以内 

補助限度額 
15万円/台（1団体 1台まで） 

※補助金額の 1,000円未満の端数は切り捨て 

 

市の防犯カメラ設置補助制度の活用について検討中の自治会様向けの準備・確認リストです。 

 ガイドラインや募集要項（※）もあわせて確認していただき、防犯対策としての防犯カメラ設置に向けて、

ご準備をお願いします。 

※募集受付を終了している場合もございますので、市 HPを確認いただくか、危機管理室までお問合せく

ださい。 

≪道路等の不特定多数の者が通過する公共の場所の例≫ 

○ 道路（歩行者専用道路（階段等）を含む） 

○ 水路敷きや緑道 

× 都市公園、児童遊園 

× 住民のみが利用するマンション敷地内 

× 駐車場、駐輪場 

× ごみ置場 

≪対象外≫ 

・保守メンテナンスや修理費等

のランニングコスト 

・リース契約の防犯カメラ 



 

◆事前準備～補助金交付までの準備 

時期 準備リスト 

～４月 

□ 自治会内で防犯カメラの設置について合意を得ましょう 

・防犯カメラ設置に関して、必ず事前に自治会内（総会等）で合意を得てください。 

※合意を得たことが分かる資料を補助金申請時（８月頃）に提出していただきます。 

※撮影範囲にかかわる居住者には十分な説明が必要です。 

※住宅内部などの私的空間が映らないような措置（マスキング処理など）を講じることが 

できます。 

  ・予算の確保は、後年度の維持管理も含めて合意を得ましょう。 

□ 撮影場所・撮影範囲等を検討しましょう 

・警察に相談するなど犯罪を抑止するために効果的な設置場所を検討しましょう。 

  補助金申請時に警察と相談した資料の提出が必要です。 

・設置予定場所の管理者電柱（NTTや関電等）を確認し、許可が得られるか事前に確認しましょう。 

 ・電柱に共架する場合など、申請から許可までに時間を要する場合がありますので、おおよその納期

を把握しておきましょう。 

 ・市道上のポール設置は原則不可となります。 

□ 設置費用・維持管理費用をふまえて機器を検討しましょう 

・犯罪抑止のための対策を考慮した機種の選定をしましょう。 

・複数の専門業者から見積りを取り寄せ、金額の妥当性を検討しましょう。 

また、防犯カメラ設置にあたっては、設置予定場所の管理者に対する事務手続きが発生する場合

があります。事務手続き費用も見積書に含めることをお勧めします。 

・維持管理費については、補助対象外となりますのでご注意ください。 

 （補助事業を利用した場合、設置後６年間は運用していただくことになります。） 

□ 設置運営規程を検討しておきましょう 

・防犯カメラは設置だけではありません。その後の運用を考え、管理責任者の指定や記録データの

取り扱いなどを決める必要があります。ガイドラインを参考にしながら、運用ルールを考えましょ

う。 

実績報告時に自治会の管理運営規程の提出が必要です。 

上記については、検討に時間を要するため、事前申込前から着手しましょう！ 

４～5

月 

市ホームページや広報誌５月号で募集内容をお知らせします。 

※市ホームページ掲載の募集要項をご確認の上、事前申込書を作成してください。 

６月中 
□ 市に事前申込書を提出 

※危機管理室へ直接持参、郵送、または簡易電子申込サービスで提出 

 

 

 

 

 

 

参考：費用の主な目安 

◆初期費用 

防犯カメラ（設置費込みの購入費）：約３０万円/台 （※防犯カメラの性能・機種によって変わります） 

申請のための手数料や、受電のための引込線工事費（受託工事費用）なども必要 

◆維持管理費（※補助対象外） 

保守点検費用、修理費、電柱共架料、電気代、賠償保険など 


